
出資法人等経営状況報告書

1 作成年月日及び担当部署

作成年月日 令和 6年 8月 23日 担 当部 署 産業部 産業政策R果

※以下は令和 6年 3月 31日 現在の内容です。

2 法人等の概要

3 役員数
(単位 :人 )

4 職員数
(単位 :人 )

法 人 名 有限会社 やまざくら

代 表 者

代表取締役 飯田 多津子

□ 常 勤   ■ 非常勤 ■ プロパー  □ 市兼務  □ その他

所 在 地 新潟県上越市大島区大平 3874番地 1

設立年月日 平成 9年 7月 14日

資 本 金 H,600千 円 市出資割合 98.3%

設 立 目的

上越市の食料品等販売施設「大島やまざくら」の管理運営を通じ、若者を中心とす

る人口流出による過疎化が進む大島区において、生鮮食料品の販売を中心とした営業

を展開し、住民生活の利便の向上を図る。

主 な 事 業

(1)大島やまざくらの管理

(劾 大島やまざくらの運営 (穀類、農産物、山菜、花井、食料品、清涼飲料水、
日用品雑貨、酒類及びたばこの販売)

(創 移動販売車による食料品等の販売

常勤 非常勤 計
内訳

プロパー 市兼務 その他

取締役 0 2 2 2 0 0

監査役 0 1 1 1 0 0

計 0 3 3 3 0 0

計
内訳

プロパー 市兼務

正社員 2 2 0

その他 3 3 0

計 5 5 0
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5 事業実績 (概要 )

【第 27期の経営状況】

・ 第 27期 (令和 5年度)の売上高は、前期と比較して 2,841千 円増 (4.9%の増)の 60,249

千円となりました。店舗では、周辺人口の減少等により利用者数が 1,040人減少しましたが、

品揃えの充実や販売価格の見直しにより客単価が上昇したことから、売上高は 1,495千 円増

加しました。また、移動販売では、販路開拓などにより利用者数が 519人増加し、売上高も

1,346千円増力日しました。

・ 売上原価は、前期と比較して 2,601千円増の 43,572千 円となり、売上高原価率 (指定管理料

を除く売上高に占める売上原価の割合)は、前期と比較して 0,7%増の 77.8%で した。

・販売費及び一般管理費は、光熱費等の削減に努めましたが、物価高騰の影響もあり51千円増

の 17,064千円となりました。

。この結果、営業利益は△387千円、経常利益は△9千円と赤字となりましたが、エネルギー価

格等の高騰に対する市の各種補助金など特別利益が 562千円あつたことから、当期純利益は

271千円を計上し、10期連続の単年度黒字となりました。また、第 27期末の純資産は 15,223

千円となりました。

【第 27期の主な取組】

・前期に引き続き、生鮮食品等の廃棄ロスの削減等に取り組みました。

・移動販売では、販路を拡大したほか、不可用者の需要に応じた仕入れに取り組みました。

【売上高の実績】 (税抜 ) (単位 :千円)

※ 金額については、千円未満を四捨五入して表示しており、端数処理の関係上、決算書及び

計算結果と一致しない場合があります。

【利用者数の実績】 (単位 :人 )

菩ヽ F日
第 25期 第 26期 第 27期

実績 実績 目標 実績

店舗 43,335 42,294 43,035 43,789

移動販売 10,736 10,835 10,605 12,181

指定管理料 4,245 4,279 4,279 4,279

合計 58,316 57,408 57,919 60,249

吉呂F日
第 25期 第 26期 第 27期

実績 実績 目標 実績

店舗 35,002 34,343 36,500 33,303

移動販売 5,180 4,731 5,600 5,250

合計 40,132 39,074 42,100 38,553
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項  目
第 25期

自 令和 3年 4月 1日

至 令和 4年 3月 31日

第 26期

自 令和 4年 4月 1日

至 令和 5年 3月 31園

第 27期

自 令不R5年 4月 1日
至 令和 6年 3月 31日

損
益
計
算
書

売上高 58,316 57,408 60,249

売上原価 41,313 40,971 43,572

売上総利益 17,004 16,436 16,677

販売費及び

一般管理費
17,062 17,013 17,064

営業利益 △ 59 △ 577 △ 387

営業外収益 825 377 379

営業外費用 2 1 1

経常利益 765 △ 200 △ 9

特別利益 0 479 562

特別損失 0 0 0

税引前当期純利益 765 279 553

法人税等 304 253 282

当期純利益 461 25 271

項  目 令和 4年 3月 31日 現在 令和 5年 8月 31日 現在 令和 6年 3月 31日 現在

貸
借
対
照
表

資 産 17,842 17,689 19,197

負 債 2,915 2,737 3,974

純資産 14,927 14,952 15,223

11,600 11,600 11,600

3,327 3,352 3,623

0 0 0

6 財務状況 (税抜)
(単位 :千円)

※ 金額については、千円未満を四捨五入して表示しており、端数処理の関係上、決算書及び計算結

果と一致しない場合があります。
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7 市からの財政支出等
(1)委託額 (税込)

例 財政援助額 (税込)

8 市以外からの補助金 日助成金等

(1)受給額 (税込)

(単位 :千円)

(単位 :千円)

(単位 :千円)

内訳 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 備考

①
大島やまざくら

指定管理料
4,670 4,707 4,707

②

大島ゆきわり荘

施設維持管理業務委託

料

462 0 0
令和 3年度末で施設廃
止

計 5,132 4,707 4,707

内1訳 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 備考

① 補助金 (助成金)
エネルギー価格高騰支

0 200 400

0 200 400

② 貸付金 0 0 0

③ 損失補償 0 0 0

④ 債務保証 0 0 0

⑥ その他 (補填金)
エネルギー価格高騰補

填金

0 278 161

0 278 161

計 0 478 561

内訳 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 備考

①

②

③

④

⑤

計 0 0 0
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9 今後の経営計画等
(1)次期事業計画

(21中長期経営計画

なし

第 28期は、売上高 59,460千 円、営業利益 22千円、当期純利益 100千円の計上による 11期連

続の単年度黒字を目標に、次の取組を行います。

<店舗部門>

・店舗バックヤー ドの空きスペースに憩いの場を提供することで、地域住民とのコミュニケー

ション強化を図り、販売増加につなげる。

・商品が分かりやすく見やすいように見出しを掲出するなど、よリー層売れる売り場作りを図

る。

・各地の特産品などを仕入れ、新規顧客の獲得、来店の動機付けに取り組むほか、特売を行い、

来客数 。売上高の増加につなげる。

。国道通行者へのアピール強化 (のばり旗設置等による視認性の向上)を図る。

<移動販売部門>

・店舗までの移動手段がない高齢者等に対し、希望する商品の速やかな入荷を心がけるととも

に、戸別単位での見守りを兼ねたきめ細かなサービス提供を行う。

・介護施設等への訪問販売や、大島区以外への移動販売エリア拡大など、利便性をアピールし

売上増加につなげる。

【目標売上高】 (税抜 :単位 :千円)

期 店舗 移動販売 指定管理料 合計

第 28期 41,500 12,001 5,959 59,460
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10 令和 6年度 経営状況の分析 日評価

(1)第ニセクターの経営状況の分析 E評価のフローチヤー ト

※「第ニセクターに対する関与方針」から抜粋

D
債務超過に陥っている、又は、資本企の 50%を超え

る累積欠損金がある、若しくはそのおそれがあるか

↓いいえ

C 3期連続の赤字であるか

↓いいえ

B 法人の経営の持続可能性に懸念のある事項はあるか

イまい

外部専門家に見解を

求める

イまい

イまヤヽ

↓いいえ

A 現状では、当該法人の経営状況に問題 (課題)な し

フローチャー トによる評価 A

【特記事項】

特になし

Bか らD評価の法人は121ヘ

6

フローチャー トによる評価基準 備考

A 経営状況に問題 (課題)な し 引き続き経営努力を行 う

B 法人の経営の持続可能性に懸念がある

経営健企化の可能性について、外部専門家
に見解を求める

C 当期純利益が 3期連続の単年度赤字である

D 債務超過
に陥っている、又は、

資本金の 50%を超える累積欠損金がある



第 27期有限会社やまざくら事業報告書

(令和 5年 4月 1月 ～令和 6年 3月 31日 )

総播

今期は、5月 に新型コロナタイルス感染症が「5類感染症」に移行したことに伴い、

小売、外食、レジャー、サービスなどが回復に向かい、特に、総合スーパーや百貨店な

ど、行動制限の影響を大きく受けた業態は大幅に業績改善しました。

一方で、大幅な円安の進行によリエネルギー価格の高騰や原料価格の上昇が継続し、

食品や生活消費材を中心とする物価の上昇が個人消費に強い逆風となりました。こうし

た環境下に消費者の節約志向は一層顕著なものとなり、自らの価値観にあつた商品と価

格を選択する消費行動が主流になりつつあります。

さて、当社を取り巻く環境は、大島区の人口減少と高齢化の加速に伴い厳しさを増し

ており、利用者数が前期比約 1.3%減少し38,553人 となりました。しかし、移動販売に

おいて需要に応じたサービス提供に取り組んだ結果、客単価の上昇が図られ、指定管理

料を除く売上高は 5,3%増加し、55,970千 円となりました。

売上高利益率については、廃棄ロスの削減等に取り組んだものの、前期比で 0,7%悪

化しました。引き続き、無駄のない仕入れや適正な値付けに取り組むほか、高い利益を

見込める商品の販売促進により、利益率の向上を図る必要があります。販売管理費は、

51千円増加し、17,064千円となりました。

以上の結果、売上総利益は、16,677千円 (計画比▲257千円、前期比+240千円)、 営

業利益は▲387千円 (計画比▲390千円、前期比+189千円)、 税引前当期純利益は、553

千円 (計画比+213千円、前期比+274千円)と なりました。

以下、部門別の決算について、ご報告いたします。

1.店舗部門

利用者数 33,303人 (前期比 97.0%)、 売上高 43,789千 円 (前期比 103.5%)で した

が、売上総利益 9,230千円 (前期比 98.8%)、 営業利益▲5,267千 円 (前期比+118千

円)で した。

利用者数は減少しているものの、一人当たり売上高は 1,315円 (前期比+83円 )と な

つており、当施設の目的である大島区の買い物弱者支援に一定の成果を挙げられたもの

と考えております。

2.移動販売部門

利用者数 5,250人 (前期比 Hl.0%)、 売上高 12,181千円 (前期比 112.4%)、 売上総

利益 3,168千 円 (前期比 H2.5%)、 営業利益 601千円 (前期比+72千円)で した。

利用者教及び売上高が増加し、一人当たり売上高は 2,320円 (前期比+30円 )と 向上

しており、大島区の買い物弱者にとつて必要不可欠のサービス提供を行っていること

が、地域住民の支持につながつているものと考えております。
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第  27  期

決 津 報 告 等
和

和

令

令

５

　

６

年

年

月

月

４

　

３

1 日から
31 日まで

目 次

1.貸借対照表および損益計算書

2,株主資本等変動計算書

3,個別注記表

4.働定科 目内訳明細i書

所 在 地 新潟県上越市大島区大平 3874番 地 1

商  号 有限会社 やまざくら

代表者名 代表取締役 飯田多津子
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有限会社 やまざくら
賞 借 対 照 表

令和 6年 3月 31日現在

代

薯代表取締役 飯日多津子

<l

科 目 金 額金 額目科

，

債
金
金
等

等
金

部

　

　

　

税

税

の

負
掛
払

入
費

り

債

動
　
　
法

消

負

　

　

　

払
払

流

買
未
未
未

預

H固 定 負 債 )

3

2
( 039〕

( 0

974,

426,598
756,567
282,400
465,800
42,674

負 債 の 部 合 計 3、 974.039

(

(

( 0)

0)

(

(

(

0

3,622,814)
3,622,814)
3,622,814

15,222,814
11,600,000

＞

ホ
金

部の

資

産

　

本

資

主

純

株
資

2.資 本 剤 余 金

II評 価 ・ 換 算 差 額 等

Ⅲ 新 株 予 約 権

剰

益

そ
繰

3.利

利 益

金
金
金
余
余

余

剰
剰

益卿勝

14納 奮 虐 の 部 合 計 15.222.

(

(

0)

(

△

( )

(

(

11,880,010i
9,231,381
312,596
2,319,269
6,123
18,956
3,265

7,316,843)
2,863)
2七 854
9

Ｏ

Ｏ

４

４

４

４

６

６

7,237,540)
61,000
7,170,000
6,540

H固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建         物
正 具 、 器 具 及 び 備 品

産
権

資
入
定
力
園形
話

無
電

投 資 そ の 他 の 資 産
出   資   金
保    証    金
リ サ イ ク ル 預 託 金

Ш繰 延 資 産

資
費

入

( の

二 資

び

掛

号

＞

産
金
金
産

用
金

金

部

　

預
　
　
　
　
導

産

動
及
　
卸
払
収

資
　
金
　
　
　
　
倒

流
現
売
棚
前
未
貸

19.196.|負債・ 純資産の都 合計191196=853資 産 の 部 合 計
鞄

9

Q50788



損 益 計 算 害
5

有限会社 やまざくら
円 )

金 額目科

60,248,923

2,076,971
43.731.994
45,808,965
2.237.898

60,248,923

43.571.567

60,243,923

43,731,994

16;677,356

17.064,08517.064,085
886,729

878,637

500500

92
100

378,445

8,592

56 1 740

33

741
560,999

558,145
282を 433232.483
270,712

価
高
高
計
高

益

原
卸
入
　
卸

利

棚
仕
　
棚

総

上
首
品
　
末

上

売
期
商
合
期

売

管
管
般
般

損

一
一

び

び
及
及

業

費
費
売
充
販
販

皆

益
息
金
入

収
　
当

禾

外
　
配
収

業
取
取

V営 業 外 費 用

雑     損    失

経 常 損 失

益
額

益
入

利
戻
利

金当
別
引

別

倒
特
貸

特

Ⅵ

Ⅶ 特  別  損  失
固 定 資 産 除 却 損

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

当  期  純  利  益

上

上

高

高

発

売
I

理 費
理 費

失

営
受
受
雑

Ⅳ

<l

!―お

観
TKC
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有限会社 やまざくら
株主資本等変動計算書 令和 5年 4煽  1日 から

令和 6年 3月 81置 まで
(単位 :円 )

<l

I株 主 資 本
1.資   本   金

碧翔首残高
当期変動額

当期末残高

2.利 益 剰 余 金
(1)そ の他利益剰余金
繰 越 利 益 剰 余 金

当翔首残高
当デ翼変動額
当夕碑l竜罪u益

当期末残高

11,600,000
0

11,600,000.

3,352,102

270,712 270]712

3!6221E14

その他利益剰余金合計
当期首残高

当期変動額

当期純利益

当期末残高

3,352,102

270,712 270,712

3,022,e14

株 主 資 本 合 計
当期首残高

当期変動額
当期lttl益

当デ冴末残高

7

14,952,102

270,712
15,222,S14

H 評価・換算差額等
当サ例首残高
当―翔変動額

当翔末残高

０

０

０

一

IⅡ 新 株 予 約 権
当翔首残高
当翔変動額

当翔末残高

0

純 資 産 の 部 合 計
当翔首残高

当期変動額

当期純利益

当期末残高

14,952,102

270,712 270,712
15,222,914

畠
TKC
Q50788



個 別 注 記 表
有限会社 やまざくら

5 4 1日から

くl

I。 この計算書類は、「中小企業の会計に関する基本要領」によつて作成しています。

H.重要な会計方針に係る事項に関する注記

1.棚卸資産の評価基準及び評価方法
最終仕入原価法による原価法を採用しております。

2.固定資産の減価償却方法
(1)有形固定資産

定額法又は旧定額法を採用しております。

ただし、平成15年4月 と日以後に取得した取得価額30万円未満の資産については、取得時に費用処理して

おります。

(2)無形固定資産

定額法を採用しております。

ただし、自社利用のノフトウェアについては、社内における利用翔問 (5年)に基づく定額法を採用し

ております。

(3)長期前払費用

期間均等償却を採用しております。

8.引 当金の計上基準
(1)貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、法人税法に規定する法定繰入率により計算した回収不育ヒ見込額を計上し

ております。

4,消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式を採用しております。

Ⅲ.賞借対照表等に関する注記

1.有形固定資産の減価償却累計額

Ⅳ.株主資本等変動計算書に関する注記

1.発行済株式総数

V.―株当たり情報に関する注記

と,一株当たり赤範資産額は、65,615.57日 であります。

2,一株当たり当期純利益は、1,166.86円 であります。

7,782,287円

232林

以  上

鍵
Q50788
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有限会社 やまざくら

販売費及び一般管理費の計算内訳

5 4 か ら

棚 卸 資 産 の 計 算 内 訳

令和 6年 3月 31日 現在

円 )

<l

義

(単位 :Pζ )

科 目 金 額

４３２
０００
６９９
４３５
７６３
４８７
躙
８９６
６２５
０３６
９５７
３‐５
５０６
４００
０００
７２７

０

０

６

５

１

７

２

９

６

９

３

０

４

１

８

２

９

８

５

５

７

２

　

６

２

７

９

６

６

６

０

４

８

８

２

　

４

　

１

１

１

７

１

１

５

２

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

１

■

137,059
6,413

45,520
248,389
844,838
68,500
545

726,377
322

費
費
料
酬
与
与
費
費
費
料
賃
費
費
費
費
課
金
費
料
費
費
費
費
費
費

伝
達
数
報
　
　
利
　
却

ス
家
　
綿
通
熱
公
　
　
　
螂
　
　
　
生

宣
配
手

　

・
給
福
生
償
　
　
繕
消
交
光
　
付
交
険
　
両
会
議
衛

告
送
払
員
料
　
定
　
価

．
代
　
期

信
道
税
　
待
　
爛

　
　
　
鈍

広
発
支
役
給
雑
法
厚
減
り
地
修
事
通
水
租
寄
楼
保
備
車
諸
会
環
雑

)64,085

金科 目

81 871蔵

13
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( 5. 4.  1 ～   6. 3. 31)

資本 金 お よび準備 金 の増減 明細書

固定 資産 の取得 お よび 処分 の明細書

(金 額 単位 :円 )

有 限会社  やま ざ く ら

区 分 期 首現在 高 当メ調増カロ高 当期 減少高 期 末 現在 高 備 考

資  本  金 11,600,000 11,600,000

利 益 準備 金

別 途 積 立金

区 分 期 首現 在額 当メ凋取得額 当期 除却額 減価償 却 額 1期 末現在 額

建 物 付 属 設 備 5,703 2,849
|

2,854

工 具 器 具 備 品 12 3
|

9

14



<l

有限会社 やまざくら
3期 比 較 財 務 諸 表

千 円 千 門 り捨て)

(注)「黒字企業平均」の数値は、「TKC経営指標 伶和 5年版)」 |こおける同業黒宇企業   58件 の平均値です。
また、その分類水準は、細 盆速で、参照業種名は、その他各種商品小売業 (従業者 50人来油) (Sる 09う です。
なお、分類水準が中分類の場合は、近接の異業種を含んだ数値となつています。

15

畠
TKC

ヨ平 均

5亀

年
年 比

5

6
4月 から
3月 まで

対 比

(B/A)
3年
4年 彗宅野覇雨豪再を

ら

で

か

ま

年

年

４

Ｓ

月

月

４

８項 目

11分 () 紳 45.I61.7 10,609 11:88℃1 産
―

1:ri― oo5
49.7 113.2 21,246 32.38.669 48,6 8j424 47.6 9,540当 芸 :産

45.5 9,231 48,1 114,8 17,461金 ) 8,332 46.7 8,043
81,1 3.297 5.02.2 309 1.6(売 上 債 権 ) 337 1,9 381

2.319 12.1 108,1 6,332 9,6綱 [産 11.3 2,145 12.明 2,017
0,2 20 0.1 51.1 |,569 3.91流 F 資 産 318 1.8 39そ の

10ar3
:5,生
. 13813 7,07t 0 7,31℃暦l 定 0,331

0,0 50,1 27141〔 410,0 5 0.0 2圏 E

7.313 38.1 103.4 |,119 12.イ6.827 38,3 7,073 40.0;固定資産・投資
00,0 0撒 1 避― 0 0.0 C

100,0 108:5 100.0:    17,68〔 100.0 19,196篠 17.841 100.0
3,974 20,7 145,2 1 17.|1 4監 21915 16.3 2,736

6 131.2 3,109 4.710,5 2,426(貿 デ 1,939 10.9 1,849
0.0 3.953 6。0,0 ( 0.0 0(短期借入金 ) 0

0.0 0 0,00 0.0 0(争 手

0 0 0 0,0 43.債 0 む;:0 0

22.818 34,70 0,0 0 0,0(長期借入金等) 0 0.0
79.3 101.8 25,229 38.4183,7 14,95, 84,5 15,222糸I 14,9野

38.4-84.5 15,222 7913 101.8株  主  i 華 本 14,926 83,7 14,952
0 010際予約権 0,0 C 0,0

貸

借

対

照

表

0

[00.0 60.241 100,0 104,9 71,18[ 100.0100,0 57,407牟 58B316
72.3 106.3 37.452 52,640.971 71,4 431571売 上 原 価 41s312 70,8
27.7 101.5 a3,733 47.429.2 16.436 28.6 16,67717J003

17,064 28,3 100.3 30,951 43.517,062 29.3 17,013 29,6販売費 t一般管理費
8.86電 12.53.2 1,883 3.0 101,2販  売  費 1,756 3.0 1,813

25,3 100.2 22・ !OS℃ 31,026.2 15,200 26,5 15,23015,305
〉2,0 1,080 1.8 96,4 5,14E 7(役 員 報 聞備) 1,310 2.2 1,120

15.6 104.8 10.13i 14,28.978 15,6 9.411(役員外販管人件費) 91525 16.3
0,0 100.0 1,69C 2.40.0 2 0.0(減価償却費⑥ ) 2

-38て 3:9r58 二576
0,6 100.4 2,327 8,31.4 377 0,7 378:: 1外 収 益 8Z

0.0 101,1 22 0.00.0 0 0.0 0(受取利息・配当金) 0

0,60.0 0 0,0 100,0 44(銭 外 1 Oi 0 0

0,0 860 0.50 0,0 ((支払和息害ll引料) 0 0.0
-8 4,669 6.61.8 -199

1通 益 76電

0,8 561 0,9 117.4 74 0。 10 0.0 478特  別  損  益
0,9 198,5 4174[ 6,71.3 278 0,5 55t1 764

0,0 2 010 100,0 1,701 2.ィ鷺計鞄)十③ l 2 0.0 2

書

損

　

　

益

　

　

計

(減価償芝

106.3 3, 52.671,4 43.,571 3411312 70,8. 40,971
72.3 106.3 35.889 50.470,8 40,971 71,4 43.571

: :品 売 上 原 価 41,31
0 0.0 li 562 2.20,0 0 0,0製 品 売 上 原 価 0

0 0,0 528 1  0,70 0,0 0

54 0。 80.0 0 0.0 ( 0,00

0.0 20〔 0.30,0 0 0工 0

0,00,0 0 0.0 13if置 1 差 |ゴ驚③ 0 0,0 0

0.0 315 0.40 0そ の の 0 0.0
0 0 0.0 -140 0.0 0

売
上

原
価

内

訳
書

8 60,248 361.3 104.9 71 ,185 206.6581316 343.0 57,407純 売 上 高
106.3 10412401971 249,3 43,571 261.3 35,88941,312 243.0

F 品 売 原

0.0 523 1.50,0 0 0. 0C

0.0 0 0.0 21Z工 0 0,0 0外

0.0 105 0.30 0,0 0工 場 消 耗 品 費 0 0,0
16.671 00.ll 10115 r,454 100,0置 エ 10010 161436, ,(瑯 17!003

96,7＼ 27,7 48.4 ＼29.2 28.6加工高 (粗利益)比率 (%)
96.2 5,16燭 ＼＼ 2,16写 ＼ 2,084カロ正高労働生産性 1,981

61.4 10,491 62.9 1031910,83a 63,7 10s098
0,0 50C 1.50,0 C 0.0 0労 0

9‐ 392 56,3 103.8 13,741 39,9手  当 91780 57.5 9`04C
1.099 6.6 104.5 1.579 4.61.055 6.2 1,05互

付

加

価

値

計

算

書

Q50788



やまざくら
3期 比較経 営 分析表

令和 6年 3月 31日 現在

型

舎

eT●
TKC

, 目 4年  3) 5年 3月 芸 婁 tB― A) 〕

8.6 7.1 8:0 Oi 4 105.5

収

益

性

分

析

1(%) -OJ 3 -3.3
=2.0

1,2 2

ll益 逐a(%) 0.O 1,1 1

1己 と率 5.1 1,9 3.6 1,8 195.0 とこ1費

と, 1
3.3 8 ●0..1 1

【  舅罵(日 ) と 112.C 3:8 103.4 33 ．８

( 67.こ 4.B 106,7 154,6

(日 52.2 4,8 】99,4 89,6

:(日 2.1 2.4 1,9 -0,6 77.3

日 12.6 1〔 ( 0,4 103.0 32.5
日 0._3 0.1 -0,1 48,6 1 5,6

日
-0,7 98,′ 5 182.3

産(日 ) 0.0 0。 | 0,0 47,7 140。 そ

心負 債 (日 ) 2 17.4 24.1 6,7 8.4 60,0

子(日 ) 12.1 1 14.7 2.9 125,0 15.9

1 1 4。 1 125。 3■ 2

, 日) O.| 010 0.0 147.5

I [ :(日 ) 98.2 95.1 92.2 …2.8 97

こと -0.1 -1,0 -0。
( 0,4 3.9

1。 3 -0.3 0.0 0.3 6.6

ト

転上総利益率(%) 2 2‐ 2717 -1,( 96, 47.:

材 料 費 (°/。 |) 0,0 O,0 0,0 0.7
C 0,0 0.0 0.8

口
　

卸

外注加工 (%) 0,0 0,0 O.0 0。 3

経 |(%) 0.0 0,( 0,0 )_4

29,| 6 28.8 -1,3 95.6 43.5

1811 17.6 -0,2 99.0 21.5

l.4 0,7 0,0 95.6 3.3

0,0 0.0 0,0 0.0 95.8 0,6

思唇1引 0.0 0,0 0,0

生

産

性

分

析

1人者り, 6.
-39 99.5

丁エ )比 ! 2311 27,7 一と,0 96,7 48.4

i入当り| 1,981 2,167 -82 96.2 5,16i

〕 |り1 1,乏 32 1.331 1,311 -20 98.5 2.t 72

: 守観事( 68,7 61.4 62.C 1,5 」

1人 争・七 2, )78 2.| 2,399 66 9.|

1 り O 0 0

カロエ澪 513. 294,910.8 202.5

蟷釜{年 89 …26 -1 25 699

安

全

性

分

析

=
轟 877.こ 381 6 -88,7 77.1 257.8

"

奎  比  ど コ 3101 2401】 -67.7 18:

0.0 0 0,0 0,0 4.5

固 ご   ,ヒ    】 45,8 0.7 101.5 140。 C

1態司1 45,8 47.3 48.1 0,7 101.5 65,8

t |こ く比 さ 83,7 8と
-5.2 93.8 4

101.| 9 9 2,9 」 101

賃
務
償
還
能
力

ギ ア リン グ比 晏 0 0.0 0.0 O.0 106.]

15、 222 270 101.8 25

l賃 務 U 0,0 0. 0,0
Hレス 7.8

郵 1 …55 -573 -383 189 4

′掟 95.3 9, |.4 104.9 6.5 06.6 106.2

常 ラ -2 -964 191 1.155 1.1

凝
益
分
岐
点
分
析

!令 n 55]( 60.279 2,173 103,7 61

4, -1.| -0. 1.2

甦 コ ). 28.6 27.7 ―と,0 96.7 4S,0
16,239 6,685 49 100,3 2C

翠

'

ヨカH率 (%) 107.0 102.4 100.3 -2.1 97 100.6
ロ
ー
カ

ル
ベ
ン
チ

マ
ー
ク

カロも -4,7 -1,6 615
gi -0.1 -0.( 0.4 3,9

-4 2 417

).0 0.0 O.0
0,1 -0,1 1,1

I己 88,7 -5.2 」
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<l

3期比較キャッシュロフロー計算書
有鵬会社 やまざくら

(単イ立:千円、千円未満切り捨て)

注 :貸借対照表上の「現金及び預金」とキャッシュ'フロー計算書上の「現金及び現金同等物」との調整は以下の通りです。

(注 )キャッシュ・フロー計算書は会社法上の計算書類ではありませんが、参考資料として出力しています。岳
TKC

項 目 名
3年  4月 から
4年 3月 まで

4年 4月 から
5年 3月 まで

5年 4月 から
6年 3月 まで

I

営

業

活

動

|こ

よ

る

キ

ヤ

ツ

シ

フ

ロ

I

1 764 278 553

減及

価び

償引

却当

費金

減価償」却費 2 2
２

・
2

貸倒引当金の増減額 3 0 0 0

賞与引当金の増減額 4 0 0 0

退職給付引当金の増減額 5 0 0 0

その他の引当金の増減額 6 0 0 0.

損
益
項
目
の

調
整

受取利息及び受取配当金 7 0 0 0

支払利息等 8 0 0 0

為替差損益 9 0

固定資産等売却益 10 0 0 0

固定資産等除売却・評価損 11 0
一〇

営 産
業 及
活 び
助 負
に 債
係 の
る増
資 減

売上債権の増減額 12 11 -43 72

棚卸資産の
'曽

減額 13 -68 -127 -1741

仕入債務の増減額 14 -34 -89 571

未払消費税等の増減額 15 -81 -142 146
~~害

llう 1手形等び)増減板
i

16 0 0 0

その他の流密と資産・負債等の増減額 17 98 -51 50〔

18

特別利益 19 -560

〔 0

′lヽ 21 695 …173 1.119‐

金 の 22 0 0 0

利息等の支払額 28 0 0 0

24

Zt〕

-11304 130 -253

シュ 々フ摩― 27 -6109 と42 1,42 子

H

投 キ

資 ヤ

活 ツ

動 シ

に ユ

よ・

る フ
ロ

I

よ Z甦, 0 0

に よ 29 0 0 0

30 0 0 0

よる収入 31 0 0 0

よる 32 0 0 0

に 0 0 0

る支出 3= 0 0

よ る 35 0 O 0

の -240 -246

ュ・ フロー 37
=240 =24儀

―

IΠ

財 キ
務 ャ
活 ッ
動 シ
に ュ
よ・
る フ
ロ

〕

38 0 0 0

ファイナンス・ よる 39 0 0 0

の による 40 0 0 0

とこ 41 0 0 0

42 0 0

43 0 0 0

の 44 0 0

・ フロー 45 | 0 0

46 0 0

47 -849 -288 187

48 9,181 8,332 8,043
49 0 0 0

50 8133乏 8、 043.

項 目 名 4年 3月 31日 5年 3月 31日 6年 3月 81日~貸
借対照表上の「現金及び預金」 (1) 8,332 8,043 9,231

資金に該当しない「預金」 (2) 0 0 0

預入期間が 3か月を超える定期預金 (3) 0 0 0

有価証券のうち、資金に加算した金額 (4) 0 0 0

現金及び現金同等物 (1-2■ 3+4) 8,332 8.043: 9,231

Q50788
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驚 査 報 告 馨

私は、令不日5年 4月 1日 から令熱6年 3月 31日 までの禁27練―事業等療
の当該華―業1年度に係る計纂!書類 (貸借対黒表、1線益計黎壽:、 株:主資本等奈攀:

計算書、個:男lJ権講表ゝ 及びそのi附暴明細書)その他会計に襲する一切の証懇
・帳簿及挙関係1書類を驚套いたしました。

監査結果

計1鎌藝類i及:びその附展:明細警の:驚i査結果

計鎌書類及びその附嘉明細書は、会社の財産及び壌益の状況をすべて麓

要な点において適:正に表示しているものと認めます。

以  上

令和 6年 5月 17日

有
―
限会社 やまぎくら

麹議 途毯 査
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第 28期有限会社やまざくら事業計画書

(令和 6年 4月 1日 ～令和 7年 3月 31日 )

主な営業地域である大島区内の少子高齢化に伴 う人口減少により、今後も利用者の減少

が想定されるなど、大島やまざくらを取り巻く環境は厳しさを増している状況にあります。

このような経営環境において、売上低下をどのように防ぐか、もしくは、売上高が減少

した分をどのように利益確保していくかが課題になると考えています。

大島やまざくらにおいては、地域から愛され、親しみを持ってもらえるよう、住民密着

型のサービスを提供するといつた運営方針のもと、他の店舗にはないきめ細やかなサービ

スの提供をみ頭に、今年度は店舗部門、移動販売部門において、利益確保に向けた次のよ

うな取組を行つていきたいと考えます。

《店舗販売部門》

・地域住民とのコミュニケーションをよリー層図るため、空きスペースとなっている店

舗バックヤー ドにお年寄りなどの憩いの場を提供します。

・店舗内の商品をもつと分かりやすく見やすくするため、ニーズに応じた配置や商品説

明の設置などイメージチエンジを図り、売れる売り場作りを目指します。

・定期的な売り出しにより、来客数を増やし売上アップにつながるようにします。

・企口食チェーンの商品だけでなく、各地の特産品なども仕入れ、新規顧客の獲得や来

店動機付けにつなげます。

・束頸中学校の制服・体操着・校内シューズも取り扱います。

・国道沿いにのばり旗を設置し、店舗場所のアピールをします。

《移動販売部門》

・店舗までの移動手段のない高齢者や体の不自由な方に対するコミュニケーションを強

化し、希望する商品の速やかな入荷により、利便性を PRすると同時に、戸別単位での

見守りを兼ねた細やかなサービスを提供します。

・介護施設への訪問販売、大島区はもとより、近隣地域における買い物弱者へのサービ

ス提供を行います。

・月に一度、菖蒲と旭の高齢者サロンに行き、希望商品の販売を行います。

上記の取組により、令和 6年度は売上高 59,460千円、営業利益 22千円を目標に、地

域に親しまれるスーパーとして、役職員一同で取り組んで参ります。

19



(有)や まざくら 第28期 (令和6年度) 事業計画書 (収支計画書)
(単位 :千円)

利用者数及び客単価

科 目 合計 委託料 店舗部門 移動販売部門 摘 要

売上 ① 531501 41,600 12,001
店舗

移動

(利用者数33,200人)X平均単価1,250円

(利用者数5,455人 )× 平均単価21200円

その他売上 ② 51959 6,959 指定管理料5,959千 円 (税抜)

姿声上||l el“ p手9111 ||13014601 |―  転959 ||141iS00 1121,01

原価    ④ 41157 31,925 91232 769%程度を想定。

鶏息利益 01Q=ω■
-18131031

St9391 19iS73 21イ09

役員報画|(法 定福利費合む) 1,900 1,900
社長
'140千
円X10か 月+80千円×2か月=11560千 円  法定福利費 =220千円

取締役 :5千円X12か 月=60千 円  監事 :5千円X12か 月=60千 円

社員

(時間外、法定福利費合む)
6,500 5,042 1,458 副店長、社員

バート

(時間外、法定福利費含む)
2,660 1,740 920 臨時社員

人件費計  ③ 11,060 0 8,682 2,378

旅費 0

広告宣伝費 200 140 60 ポイント還元 (店舗 :60千 円、移動 :60千 円)、 チラシ (80千 円)

支払手数料 110 110

リース、使用料、賃借料 1,295 1,295 複合機、ブレーカー、レジ、ラベラー保守等

手数料 726 726 税理士費用
'726千
円

減価償却費 2 2

地代家賃 24 24 郵便局ワゴンでの販売 (12千 円 X2箇所)

沖多*告 :豊 170 170 保守料130千 円、器具修結40千円

事務用消耗資 109 109

通信交通費 165 165 電話料金、インターネット、その他

水道光熟費 2,251 2,251 店舗 :電気2,201千 円、ガス24千円、水道26千 円

会議費 4 4

接待交際費 1 1

保険料 300 292 8 店舗 :役員賠償保険256千 円、賠償保険20千円、火災共済16千 円、移動 :賠償保険8千円

備品消耗品費 221 211 10 店舗 :販促消耗品211千 円、移動 :販促消耗品10千円

車両費 774 774 移動 :ガ ソリン586千 円、自動車共済88千円、タイヤ代100千円

諸会費 90 90 賦課金30千円、商正会費ほか60千円

環境衛生費 456 456 浄化槽100千円、廃棄物処理費238千 円、清掃118千円

雑費 323 323 除雪費248千円、有線放送50千円、積荷運賃10千円、租税公課10千 円、その他5千円

その他販管費計⑦ 7.221 6,369 852

小計    ③ ぐ③十⑦) 18,281 0 15,051 3,230

肇葉痺本 101019‐ ■ ||  - 221 |1  5,9591 ・3,471 |||―
 -4611

雑収入 337 337 原発助成108千円、自動販売機ほか229千 円

受取利 息

支払利息

0

|||1  33171

0

■■| .0

営業外費用 ① 0 0 0

:常損益 0(O10(功■| | .S,9S ||||15,130 | ■ ‐461

法人税等 ③ 259

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 摘  要

春l用者数.(大).  ■| 40,132 391071 |1  38i75( |l  aBIo写 5

店舗 35,002 34,343 33,700 33,200
大島区の人口減少による減は避けられないものの、利用者数確保の努力を行う。

移動販売 5,130 4,731 5,050 5,455

平1均客単価 (Fヨ ).| |―

- 1134
|■  生壽60 ■とi376 |1   11384

店舗 11238 11232 1,277 1,2せ「)0
購入点数の増による客単価の維持向上を図る。

移動販売 2,093 2,290 2,100 2,200
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